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うるま市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律事務取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年

法律第91号。以下「法」という。）の施行に関し、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号。以下「政令」という。）及び高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成18年国土交通省令第110

号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。    

（用語の意義）  

第２条 この要領において使用する用語の意義は特に定めるものを除き、法及び建築基準

法（昭和25年法律第201号）に定義するものとする。 

（特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等） 

第３条 建築主等は、法第１４条第１項に規定する特別特定建築物の政令で定める規模以

上の建築をしようとするときは、認定申請書(省令第３号様式)及び建築基準法（昭和25

年法律第201号）第６条第１項に規定する確認の申請書又は同法第１８条第２項に規定

する計画の通知に別紙１「建築物移動等円滑化基準チェックリスト」及びその他市長が

必要と認めて指示する図書を添付するものとする。 

（特別特定建築物に係る基準適合命令等） 

第４条 法第１５条第１項の規定により市長が行う命令は、是正命令書（様式第１号）に

より行うものとする。 

２ 前項の命令を受けた建築主等は、速やかに是正計画書（様式第２号）を提出し、是正

措置を行い、是正完了報告書（様式第３号）により市長に報告するものとする。 

３ 法第１５条第２項の規定により市長が行う要請は、是正措置要請書（様式第４号）に

より行うものとする。 

４ 法第１５条第３項に規定する市長が行う指導及び助言は、指導及び助言書（様式第５

号）により行うものとする。 

（特定建築物の建築主等の努力義務等） 

第５条 法第１６条第３項に規定する市長が行う指導及び助言は、指導及び助言書（様式

第５号）により行うものとする。 

（計画の認定前の事前協議） 

第６条 法第１７条第１項の認定を申請しようとするときは、原則として申請に先立ち設

計内容の利用円滑化誘導基準への適合状況を明らかにした関係設計図書等を添付して、

市長と事前協議を行うものとする。 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定） 

第７条 法第１７条第１項の規定により特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定を
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申請する者は、省令第８条に規定する申請書に別紙２「建築物移動等円滑化誘導基準チ

ェックリスト」及びその他市長が必要と認めて指示する図書を添付する。 

２ 法第１７条第５項の規定により市長は、法第１７条第１項の認定の申請をする者から、

計画の認定申請に併せて法第１７条第４項に規定する適合通知を受けるよう申し出があ

った場合は、認定申請書（省令様式第３号）に添付された建築確認の申請書に建築物計

画通知書（様式第６号）を添付して、建築主事あて通知を行うものとする。 

３ 建築主等は、建築基準法第６条第１項及び同１８条第２項の規定による確認の申請書

（同法第６条の３第１項の規定による構造計算適合判定を要する場合にあっては、同条

第７項の適合判定通知書の写しを添付するものに限る。）に関係図書を添えて行うもの

とする。 

４ 建築主事は、前項の通知に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合することを認

めたときは、建築物計画適合通知書（様式第７号）により市長あて通知を行うものとす

る。 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の変更) 

第８条 法第１８条第１項の規定による計画の変更の認定を受けようとする者は、変更認

定申請書（様式第８号）の正本及び副本に、省令第８条の表に掲げる図書で変更の前後

を明記したもの及び別紙２「建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト」その他市長

が必要と認めて指示する図書を添付して市長に申請を行うものとする。 

２ 市長は、前項の申請に併せて、法第１８条第２項において準用する法第１７条第４項

の適合通知を受けるよう申し出があった場合は、変更認定申請書に添付された建築確認

の申請書に、計画変更通知書（様式第９号）を添付して、建築主事あて通知を行うもの

とする。 

３ 建築主事は、前項の通知に係る建築物の計画変更が建築基準関係規定に適合すること

を認めたときは、計画変更適合通知書（様式第１０号）により市長あて通知を行うもの

とする。 

４ 市長は、計画の変更の認定をしたときは、計画変更認定通知書（様式第１１号）によ

り申請者に通知するものとする。 

５ 前条第４項の規定は、第２項の場合について準用する。 

（認定建築主等に対する改善命令） 

第９条 法第２１条の規定により市長が行う命令は、改善命令書（様式第１２号）により

行うものとする。 

２ 法第２１条の規定により命令を受けた認定建築主等は、速やかに改善計画書（様式第

１３号）を提出し、改善措置を行い、改善完了報告書（様式第１４号）により市長に報

告するものとする。 

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定の取消し） 
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第10条 法第２２条に規定する市長が行う認定の取消しは、認定取消し通知書（様式第１

５号）により行うものとする。 

（既存の特定建築物に設けるエレベーターについての建築基準法の特例） 

第11条 法第２３条第１項の規定による認定を受けようとする者は、エレベーター設置特

例認定申請書（様式第１６号）の正本及び副本に、建築基準法施行規則（昭和25年建設

省令第40号）第１条の３第１項の表１の（い）項、（ろ）項及び（は）項に掲げる図書

並びに同条第４項の表１に掲げる構造詳細図その他市長が必要と認めて指示する図書を

それぞれ添付して市長に申請を行うものとする。 

２ 市長は、前項の申請について認定をしたときは、申請者に対しエレベーター設置特例

認定通知書（様式第１７号）により通知するものとする。 

（工事完了報告及び検査） 

第12条 認定建築主等は、計画の認定をした特定建築物が完成したときは、すみやかに工

事完了報告（様式第１８号）により、市長に報告するもとする。この場合において、認

定建築主等は、建築基準法第７条の２第５項の規定による検査済証の交付を受ける場合

は、当該証の写しを添付するものとする。 

（完了検査） 

第13条 市長は、前条の報告を受理したときは、認定建築主等が計画に従って工事を行わ

れているか検査するものとする。 

２ 市長は、前項の完了検査により計画に従って建築等がなされていないと認めるときは、

速やかに必要な指示を行うものとする。 

（報告の徴取） 

第14条 法第５３条第３項の規定により報告を求められた建築主等は、特別特定建築物の

移動等円滑化基準への適合に関する報告書（様式第１９号）により市長に報告するもの

とする。 

２ 法第５３条第４項の規定により報告を求められた認定建築主等は、認定建築物の建築

等又は維持保全の状況に関する報告書（様式第２０号）により市長に報告するものとす

る。 

（認定申請の取下げ） 

第15条 法第１７条第１項又は第１８条第１項の規定による申請をした者が、当該申請を

取下げるときは、取下げ届出書（様式第２１号）により行うものとする。 

（認定建築物の事業の取りやめ） 

第16条 認定建築主等は、当該認定建築物に係る事業を取りやめたときは、工事取りやめ

届出書（様式第２２号）に省令第10条第２項に規定する通知書（以下「認定通知書」と

いう。）（変更認定を受けた者にあっては、認定通知書及び計画変更認定通知書）及び

建築基準法第６条第４項に規定する確認済証の写しを添付して、市長に届け出るものと
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する。 

（所有者等の変更届） 

第17条 認定建築物等について、所有者又は維持保全者の変更があったときは、速やかに、

建築物等の所有者等変更届（様式第２３号）により市長に提出しなければならない。 

 

附則 

この要領は、平成２８年３月１６日から施行する。 

 


